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20 関口和徳「自白排除法則の研究（11）」北大法学論集68巻 5 号103頁，109頁（2018年）。
21 関口・前掲注（20）110頁。もっとも，関口准教授は，自白収集手続それ自体に関する違法に対しても排除
法則の適用を認めるべきとする見解にたつ。詳細は，112117頁。
22 この点について，本稿とはやや観点が異なるが，Steven Penney, Theories of Confession Admissibility: A





23 修正第 5 条および修正第 6 条による自白排除について，洲見・前掲注（22）894901頁を参照。
24 See e.g. WAYNE R. LAFAVE ET AL., CRIMINAL PROCEDURE, at 409410 (6th ed. 2016).
25 Brown v. Mississippi, 297 U.S. 278 (1936).
26 Id. at 286.
27 Chambers v. Florida, 309 U.S. 227 (1940).















のデュープロセス条項による自白排除は，1936年の Brown 事件判決25 から始まった。連邦最高裁
は，黒人の被告人を木に縛り付け鞭打ちを行うといった，本件におけるような自白獲得手法以上に
「正義の観念に反するような手法を見出すことは困難であろう｣26 と判示した。次いで，無令状で数




29 Penney, supra note 22, at 338.
30 Lisenba v. California, 314 U.S. 219 (1941).
31 Id. at 236.
32 Ibid.
33 Penney, supra note 22, at 339340.
34 Ashcraft v. Tennessee, 322 U.S. 143 (1944).
35 Id. at 154.
36 Malinski v. New York, 324 U.S. 401 (1944).
37 Id. at 404.
38 Id. at 410.
39 Haley v. Ohio, 332 U.S. 596 (1948).
40 Id. at 599601.
41 Id. at 601.














決36 では，Ashcraft 事件判決に言及して，「自白が強制されたものであった（coerced or com-
pelled）と全ての付随的状況が示すならば，その自白は被告人に有罪判決を下すために用いられて
はならない｣37 として，本件における自白は強制の結果得られたものであるとした38。Haley 事件








43 Penney, supra note 22, at 344.
44 Spano v. New York, 360 U.S. 315 (1959).
45 Id. at 320321.
46 Blackburn v. Alabama, 361 U.S. 199 (1960).
47 Id. at 207.
48 Id. at 207208.
49 Rogers v. Richmond, 365 U.S. 534 (1961).
50 Id. at 540541.




























53 LA FAVE ET AL, supra note 24, at 411.
54 KENNETH S. BROUN ET AL, McCORMICK ON EVIDENCE, at 300 (7th. ed. 2014).
55 Townsend v. Sain, 372 U.S. 293 (1963).
56 Id. at 308309.
57 Jackson v. Denno, 378 U.S. 368 (1964).
58 Id. at 385386 (quoting Blackburn 361 U.S., at 206207, and Spano 315 U.S., at 320321).
59 Miranda v. Arizona, 384 U.S. 436 (1966).
60 後述する Connelly 事件判決までに自白の任意性を正面から取り扱ったものとして，Mincey v. Arizona, 437


















例（Blackburn 事件判決と Spano 事件判決）を引用する形で，再度自白獲得時に警察が法を遵守








burn 事件判決および Townsend 事件判決において特徴的なように，被告人の精神および身体的な
状態が悪化している間に自白を獲得し，それを証拠として使用することが認められない場合，その
――
62 Colorado v. Connelly, 479 U.S. 157 (1986).
63 Id. at 160162.








Connelly 事件判決の事実の概要は，次のようなものであった。被告人 Connelly は，非番で勤務
していた警察官 Anderson に対して近づき，自分が殺人を犯し，それについて話をしたい，と告げ


















れば，あらゆる州の関係者（state actor）が刑事被告人から法の適正手続（due process of law）を
剥奪していると結論づける根拠はない｣64。
――
65 United States v. Leon, 468 U.S. 897 (1984). Leon 事件判決に関して述べたものとして，例えば，井上・前
掲注（8）471484頁，井上正仁「排除法則と『善意の例外』」平場安治ほか編『団藤重光博士古稀祝賀論文
集〔第 4 巻〕』（有斐閣，1985年）359頁以下などを参照。
66 Id. at 166 (citing United States v. Janis, 428 U.S. 433, at 448449 (1976)).
67 Id. at 167 (quoting Lisenba, 314 U.S. at 236).
68 Ibid.
69 Id. at 176 (Brennan, J., dissenting).
70 このほか，Blackmun 判事による一部同意意見，Stevens 判事による一部同意，一部反対の意見も付されて
いるが，本稿では割愛する。
71 See e.g., Laurence A. Benner, Requiem for Miranda: The Rehnquist Court's Voluntariness Doctrine in

























Constitutional Confession Law―The International Arena: Exploring the Admissibility of Confessions Taken
by U.S. Investigators from Non-Americans Abroad, 91 Geo. L. J. 851, at 891 (2003); Kit Kinports, Criminal
Procedure in Perspective, 98 J. Crim. L. & Criminology, 71 at 117118 (2007).
72 ただし，警察の違法行為と被告人との自白に因果関係が存在する場合であっても，デュープロセス条項の違
反があった，ということが自動的に導かれるわけではない，とする。Connelly, 479 U.S., at 164 n. 2.
73 この点について，例えば，供述を促すことや供述者に不利に供述を証拠として訴追側が使用することは含ま
れない，という指摘がある。Lawrence Herman, The Unexplored Relationship between the Privilege against




いかという指摘もある。Benner, supra note 71, at 128129.
74 Kinports はこのような判示は奇妙である，と述べる。Kinports, supra note 71 at 119.
75 Connelly, 479 U.S., at 164165.
76 Id. at 165.
77 See KENNETH S. BROUN ET AL, supra note 54, at 301. 洲見教授も結論としては同様の見解にたたれる。洲見・
前掲注（22）893頁。









に関する次のような批判がある。Blackburn 事件判決に関する Connelly 事件判決の解釈は，被告
人の病歴について警察官は取調べ中に気づいていたのにも関わらず，長時間の取調べや友人らとの
面会を許さないような強制的なタクティスにより被告人につけ込んだ，というものであった75。














達成できないことを指摘するものとして，Eugene R. Milhizer, Confessions after Connelly: an Evidentiary
Solution for Excluding Unreliable Confessions, 81 Temp. L. Rev. 1, at 3147 (2008）を参照されたい。
81 Dickerson v. United States, 530 U.S. 428 (2000).
82 Id. at 432434.
83 この点に関する連邦最高裁判例については，井上・前掲注（8）148149，163164，471479頁などを参照。
84 Benner, supra note 71, at 132.
85 Dickerson, 530 U.S., at 434.
86 Dickerson 事件判決以前にも，1992年の Williams 事件判決において，事情の総合という判断手法について
は言及されており，警察による強制以外も考慮要素として挙げられている。Withrow v. Williams, 507 U.S.
680, at 693694 (1992).
87 See Kinports, supra note 71, at 119120; See also, WAYNE R. LAFAVE ET AL., CRIMINAL PROCEDURE, at
























裁判例（Miller v. Dugger, 838 F.2d. 1530 at 15361537 (1988））がある 。近時の裁判例としては，被告人
が何度か眠りそうになっていたにも関わらず，取調官が何度も起こして獲得した自白は，不任意である，と




（United States v. Taylor, 752 F.3d 254, at 261263 (Raggi. J., dissenting) (2014))。
88 Yale Kamisar, On the Fortieth Anniversary of the Miranda Case: Why We Needed It, How We Got It―and
What Happened to It, 5 Ohio St. J. Crim. L. 163, at 163 (2007).
89 LAFAVE ET AL, supra note 24, at 413.
90 Lawrence Herman, The Supreme Court, the Attorney General, and the Good Old Days of Police Interroga-
tion, 48 Ohio St. L. J. 733, at 745 (1987).
91 See, Miranda, 384 U.S. at 503 (Clark, J., dissenting); Miranda, 384 U.S. at 544545 (White, J., dissenting).
92 LAFAVE et al. supra note 24, at 417418 ; Stephen J. Schulhofer, Confessions and the Court, 79 Mich. L. Rev.
865, 869870 (1981); Paul Marcus, It's Not Just about Miranda: Determining the Voluntariness of Confes-




























95 Joseph D. Grano, Voluntariness, Free Will, and the Law of Confessions, 65 Va. L. Rev. 859, at 896909
(1979).
96 Mark A. Godsey, Rethinking the Involuntary Confession Rule: Toward a Workable Test for Identifying
Compelled SelfIncrimination, 93 Calif. L. Rev. 465, at 515539 (2005）．詳細は拙稿・前掲注（79）222
223頁参照。
97 Eve Brensike Primus, The Future of Confession Law, Toward Rules for the Voluntariness Test, 114 Mich.
L. Rev. 1, at 23 (2015).
98 Ibid.













的な公正さをわきまえた者（person of reasonable fairness）」という基準95，修正第14条に代わっ













100 Id. at 35.
101 Ibid.
102 Id. at 36.
103 Ibid.
104 Ibid.
105 Id. at 37.
106 Id. at 3738.
107 Id. at 3740.


























110 Id. at 41.
111 Id. at 3132.
112 この点に関する主な文献として，酒巻匡「任意取調べの限界について―二つの最高裁判例を素材として―」
神戸法学年報第 7 号281頁以下（1991年），佐藤隆之「在宅被疑者の取調べとその限界（1)～(4・完）」法学




113 東京高裁平成14年 9 月 4 日判決判時1808号144頁。



























116 最高裁昭和59年 2 月29日決定刑集38巻 3 号479頁。
117 最高裁平成元年 7 月 4 日決定刑集43巻 7 号581頁。













































































の，とした），東京地裁八王子支部平成 9 年 2 月19日判決判時1614号153頁（自白の証拠能力を否定するに
は至らないが，本件での取調べ状況等はその信用性を著しく損なうものである，とした）。2 泊の宿泊を伴
う取調べとして，名古屋高裁平成19年 7 月 6 日判決高検速報平成19年381頁（被告人の供述調書等の証拠能
力を否定しなければならないほどの違法があったとはいえないとし，任意性に疑いを挟む事情があるとま





































135 河村有教「自白法則における新違法排除説の提唱（1）」海保大研究報告59巻第 1 号31頁，47頁（2014年）。





















































は，第 2 段階では利益衡量判断という「極めて柔軟性のある無定型なもの｣141 が取調べの許容性判
断の枠組みであり，結果として，自白の証拠能力の基本的な判断基準にもなる。アメリカにおける
事情の総合は，自白の任意性に向けられたものではある。しかし，その柔軟性ゆえに捜査官に対し
て指針を与えるという意味での明確さを欠くという，その問題点は，利益衡量判断を用いる我が国
の任意取調べの議論にも少なからず当てはまるように思われる142。そうだとすれば，違法な手続
を根拠に自白を排除するという観点からしても，その前提たる違法の判断基準が利益衡量による場
合，違法捜査の抑止が期待できる素地がどれほど存在するのかについては，疑問が残る。違法捜査
の抑止をより実効的なものとするためには，どのような取調べが「違法捜査」にあたるのか，明確
化が必要であろう。この点で，Primus 教授は，警察に対して指針を与えるために当然無効とされ
るべき基準を挙げられているが，このように明確化を目指す姿勢は参考になるだろう。斎藤教授が
提案される被疑者の負担軽減の義務付けも，これに反した場合には違法と評価されるため143，こ
れも，違法捜査の明確化に資するものであると言えよう144。他方，一律に適法・違法の線引きを
行うことにより，捜査機関がその限界さえ越えなければ良いと判断する可能性もあるし，適法・違
法の判断が過度に硬直したものとなる危険も伴う。そこで，仮にひとまず衡量判断を維持する場合
には，そこで考慮される要因それぞれに許容限度を設けていくことが必要ではないだろうか145。
では，当該任意取調べが社会通念上相当でないと評価され，それにより自白が排除された場合，
違法捜査の抑止は期待しうるだろうか。自白の排除基準の設定にも関わる問題ではあるが，その前
提となる手続の違法性判断にのみ焦点を絞る。そうすると，2 段階目での判断基準は，様々な事情
――
146「社会通念上相当」とは行為規範を示したものであるとする，上述の酒巻教授の理解に対して，川出教授
は，宿泊を伴う取調べや徹夜の取調べを一律に禁止するならば別としても，最高裁の示した基準は個々の
事案の具体的状況により決まるため，行為規範たりえないのではないか，と疑問を呈される。川出・前掲
注（112）35頁。これに対する反論として，堀田・前掲注（112）40頁。個々の事案での取調べの違法性に
対する利益衡量判断によると，それを行為規範として位置づけるかどうかは別として，事前にいかなる捜
査手法を避けるべきか全く明確化できないとすれば，結局のところ違法捜査の抑止にも資さないようにも
思われる。また，証拠排除による違法捜査の抑止と行為規範の関係についてはなお検討する必要があると
思われるため，このような指摘に留めておきたい。
147 高輪グリーンマンション事件とロザール事件の判断の違いを分けた事情として，9 泊10日の宿泊を伴う連日
の朝から深夜までの取調べが一番重視されたとしつつ，ロザール事件の方が警察の監視が強かった点を指
摘するものとして，大澤裕＝川上拓一「任意同行後の宿泊を伴う取調べと自白の証拠能力」法教312号75頁，
8384頁（2006年）〔川上拓一発言〕。また，司法審査を受けて初めて許容される逮捕・勾留と比べても 9 泊
10日という長さは際立っており，許容することは困難，と指摘するものとして，廣瀬健二「判批」井上正
仁ほか編『刑事訴訟法判例百選〔第10版〕』（有斐閣，2017年）168頁，169頁。
を考慮した上での衡量による判断であるから，違法捜査の抑止という観点からは，具体的にどこに
違法性が認められるかについて明確に摘示しなければ，将来の同種の違法捜査を抑止するという目
的を達することは困難であるように思われる146。これを裁判所に対して期待するにしても，Pri-
mus 教授の主張を借りていえば，当然無効である手法に該当するかどうかをまず判断することを
要求すべきだろう。その具体的な例として，9 泊の宿泊を伴う取調べは任意捜査としても違法であ
るとしたロザール事件が参考になる147。
以上のように，我が国における被疑者の任意取調べに限れば，問題とされる違法の実質や，違法
な任意取調べに関する判断基準はそれほど明確なものではない。違法捜査の抑止を根拠として自白
排除を目指すならば，被疑者の任意取調べの違法の実質をまず明らかにした上で，その限界を明確
化することが必要ではないだろうか。少なくとも現段階においては，違法捜査の抑止を自白排除の
根拠としても，自白排除の前提となる違法が明確ではなく，違法捜査の抑止の素地があるかについ
ては疑問が残るように思われるのである。
おわりに
本稿では，修正第14条デュープロセス条項による自白排除において，連邦最高裁が違法捜査の
抑止という根拠を考慮していることを確認した。そこでの問題は，逸脱・強制行為が定義されず，
さらには事情の総合へと解消されることにあった。そのため，本稿は，違法捜査の抑止という根拠
の前提たる「違法捜査」とは何か，その判断基準は明確なものか，という観点からの検討となった。
ゆえに，自白排除による違法捜査の抑止に関する前提となる議論に留まる。本稿では被疑者の任意
取調べを例としたが，比較的明確に違法と判断しやすいと思われるような場合，例えば違法な逮捕
が先行したが，任意性には問題がない自白の証拠能力と違法捜査の抑止の関係についてはどうだろ
うか。自白排除における違法捜査の抑止に関する本質的な検討については他日を期したい。
